

























受けて、「児童福祉法施行規則第 6 条の 2 第１項
第 3 号の指定保育士養成施設の修業教科目及び
単位数並びに履修方法の一部を改正する件」（平
成 30 年厚生労働省告示第 216 号）が告示され、
「指定保育士養成施設の指定及び運営の基準に
ついて」（平成 15 年 12 月 9 日付け雇児発第
1209001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知）の一部改正が通知された（平成 30年 4月 27


























































ある（同法 18条の 4）。 
また、保育士の資格を取得するためには、児童
















































保 育 実 習 Ⅱ 
（選択必修） 























福祉法第 6条の 3第 10項の小規模保育事業 
（ただし、「家庭的保育事 業等の設備及び運営に
関する基準」（平成 26 年厚生労働 省令第 61 号）
第 3章第 2節に規定する小規模保育事業 A型及び
同基準同章第 3 節に規定する小規模保育 B 型に限
る）若しくは同条第 12 項の事業所内保育事業で
















































 子どもの権利条約（Convention on the Rights of 
the Child）は、1989年 11月 20 日、国連で採択さ










義務（第 5条）、生存権と発達権（第 6 条）、意見











表 4 子どもの最善の利益 






















表 5 改正児童福祉法 


















表 6のように、旧第 1条は第 2条に移され、第
1 条では「児童」が主語となった。児童が「保護
される客体」から「権利の主体」へと転換された










































1．保育士養成課程等検討会は 2015年 6月～2017年 
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